
令和５年２月２４日 

四国電力送配電株式会社 

経済産業省からの追加報告徴収に係る報告について 

当社は、令和５年２月１０日および２月１６日に、経済産業省より、同省が保有  

する再エネ業務管理システム※のＩＤ・パスワードの管理に関して、再生可能エネル

ギー電気の利用の促進に関する特別措置法に基づく、報告徴収を受領しておりました。 

（２月１０日・２月１６日お知らせ済み） 

２月１０日に受領した報告徴収については、同システムのＩＤ・パスワードの管理

体制、管理状況および利用状況、ならびに当社従業員以外への提供の事案等を取り 

まとめ、２月１７日に経済産業省へ報告しました。 

（２月１７日お知らせ済み） 

このたび、２月１６日に受領した追加の報告徴収について、ＩＤ・パスワードを  

当社従業員以外へ提供した経緯、本事案の発生原因および再発防止策等を取りまとめ、

本日、経済産業省へ報告しました。 

当社といたしましては、本事案によりお客さまに多大なご心配をお掛けしており 

ますことを改めて深くお詫び申し上げます。 

今後、類似事案が二度と発生することのないよう、再発防止に努めてまいります。 

※ 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法に基づく再生可能

エネルギー発電事業計画認定情報等を管理するシステム。

（別紙） 

・報告書の概要�

以 上 

https://www.yonden.co.jp/nw/press/2022/__icsFiles/afieldfile/2023/02/17/npr005.pdf
https://www.yonden.co.jp/nw/press/2022/__icsFiles/afieldfile/2023/02/10/npr003.pdf
https://www.yonden.co.jp/nw/press/2022/__icsFiles/afieldfile/2023/02/16/npr004.pdf


（別紙） 

報告書の概要 

【当社以外の者へＩＤ等を提供した経緯】 

○ 2018 年８月に再エネ業務管理システムが運用開始された時点では、法的分離前の一体会社

（四国電力）であり、ＦＩＴ業務についても複数の組織（業務部・需給運用部）で実施して

いた。具体的には、業務部はＦＩＴ関連業務（小売買取・送配電買取）を担当し、需給運用部

は発電事業者との詳細な協議を要する案件を分担して対応した。 

○ 両部門は、ＦＩＴ制度（小売買取・送配電買取）に関する検討や議論を必要に応じて共に

行っていた。 

○ 当時の業務部の担当者は、当社は一体会社であり、同業務を実施している複数の組織におい

てＩＤ等を共有することは問題ないと考えていたことから、社内でＦＩＴ業務を実施していた

需給運用部の担当者にＩＤ等を連携した。 

【本事案の原因分析と再発防止策】 

○ 原因分析

本事案の原因は、

・経済産業省からＩＤ等が付与された 2018 年８月当時、当社は一体会社であり、ＦＩＴ

業務についても複数の組織で実施しており、同業務を実施している組織でＩＤ等を共有

することは問題ないと考えていたこと

・2020 年４月の法的分離により、四国電力送配電は、一般送配電事業者として四国電力

から分社したものの、パスワードを変更していなかったこと

から、現在に至るまでの間、四国電力が同システムを利用可能な状態が続いたと考えられる。 

○ 再発防止策

今後は、ＩＤ等の利用ルールについて、

・当社従業員で契約関連の業務に従事する者のうち、ＦＩＴ関連業務に従事する者に利用者

を限定する 

・同システムの利用再開後、すみやかにパスワードを変更するとともに、以降も定期的に

変更する

と明確化し、上記内容について社内周知を行い、社内マニュアルに反映する。 

また、本事案について、当社従業員に対する個人情報保護や行為規制に係る社内教育を実施

し、従業員の意識醸成に努める。 

以 上 
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